
熊本県復興関係公共事業等住宅再建支援事業（二重ローン対策）補助金交付要項 

（趣旨） 

第１ 県は、平成２８年熊本地震（以下「熊本地震」という。）により県内に自ら居住し

ていた住宅に被害を受け、当該被災住宅に係る既存の住宅債務を有する者が、新たな住

宅債務により住宅を再建する場合の負担を軽減するため、既存の住宅債務に要する経費

について、予算の範囲内において住宅再建支援事業（二重ローン対策）補助金（以下

「補助金」という。）を交付するものとし、その交付については、熊本県補助金等交付

規則（昭和５６年熊本県規則第３４号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、

この要項の定めるところによる。 

（定義） 

第２ この要項において、用語の定義は次の各号に定めるところによる。 

（１） 「既存の住宅債務」とは、住宅の建設、購入、増改築若しくは補修又は居住する

住宅に係る宅地の購入若しくは補修を目的に別表１に定める金融機関等から借入を

した資金であって、熊本地震の発災日（平成２８年４月１４日）以前に金銭消費貸

借契約を締結したものをいう。 

（２） 「新たな住宅債務」とは、住宅の建設、購入、増改築若しくは補修又は居住する

住宅に係る宅地の購入若しくは補修を目的に別表１に定める金融機関等から借入を

した資金であって、熊本地震の発災日の翌日（平成２８年４月１５日）以降に金銭

消費貸借契約を締結したものをいう。 

（３） 「復興関係公共事業等」とは、益城中央被災市街地復興土地区画整理事業、県道

熊本高森線４車線化事業、宅地耐震化推進事業、災害関連地域防災がけ崩れ対策事

業、市町村が施行する被災宅地復旧支援事業又は被災マンションの建替えをいう。 

（補助金の交付対象） 

第３ 補助金の交付を受けることができる者は、次の各号のいずれにも該当する者とす

る。 

（１） 熊本地震により県内に自ら居住していた住宅に被害を受け、発災日現在、被災住

宅に係る既存の住宅債務を有する者（承継者を含む。） 

（２） 熊本地震の復興関係公共事業等又はその他やむを得ない理由により、令和２年３

月３１日までに住宅の再建が完了しなかった者（ただし、復興関係公共事業等によ

る場合は、被災した住宅と同一の敷地又は同一の事業区域内で再建する者に限る） 

（３） 県内に自ら居住するための住宅に、３００万円以上（複数の借入がある場合は、

その合計額。なお、既存の住宅債務の借換分が含まれる場合は、当該借換分を除い

た額。）の新たな住宅債務を有する者（既存の住宅債務を有する者の承継者、独立

行政法人住宅金融支援機構の親孝行ローンを利用する近親者及び知事がこれらと同

等以上であると認める者（以下「承継者等」という。）を含む。） 

（４） 前号に係る新たな住宅債務に関する金銭消費貸借契約日の前月末現在で、第１号

に係る既存の住宅債務について５００万円以上（複数の借入がある場合は、その合

計額）の残債を有する者 

（５） 新たな住宅債務を契約する日の属する前年（前年の所得証明書が取得できない場

合は、前々年）の課税所得金額が７８０万円以下の者（承継者等を含み、同年の課



税所得金額が７８０万円を超える者を世帯員として有する者を除く。） 

（補助金の額） 

第４ 交付する補助金の額は、新たな住宅債務に関する金銭消費貸借契約日の前月末現在

の既存の住宅債務の融資残高に対する既存の住宅債務の利子に相当する額（別紙１に

より算定した額（千円未満の端数を生じた場合はこれを切り捨てる。また、５０万円

を超える場合は、５０万円とする。）をいう。）を一括して補助する。 

（補助金の交付申請） 

第５ 規則第３条第１項の申請書は、別記第１号様式によるものとする。 

２ 規則第３条第２項の添付書類は、別表２に掲げるものとする。 

３ 補助金の交付申請は、新たな住宅債務に関する金銭消費貸借契約の日から起算して三

ヶ月以内（知事がやむを得ないものと認める場合は、この限りでない。）に、規則第１

３条の実績報告及び規則第１６条第１項の補助金の請求と併せて行うものとし、その提

出部数は１部とする。 

（実績報告） 

第６ 規則第１３条の実績報告書は、別記第２号様式によるものとする。 

（補助金の請求等） 

第７ 規則第１６条第１項の請求書は、別記第３号様式によるものとする。 

（補助金交付決定・額の確定） 

第８ 規則第６条の規定による補助金の交付決定の通知及び規則第１４条の規定による補

助金の額の確定通知は、補助金交付決定通知書兼額の確定通知書（別記第４号様式）に

より行うものとする。 

（申請の取下げ） 

第９ 規則第８条の規定により申請の取下げをすることのできる期間は、交付決定の通知

を受けた日から起算して１０日を経過した日までとする。 

（証拠書類の保管期間） 

第１０ 規則第２３条に規定する別に定める期間は、５年とする。 

（現地調査等） 

第１１ 知事は、補助金の交付業務の適性かつ円滑な運営を図るため、必要に応じて申請

者及びその関係者に対して報告を求め、又は現地調査等を行うことができるものとす

る。 

（その他） 

第１２ この要項に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 

   附 則 

 この要項は、令和２年４月１日から施行する。 

 

附 則 

 この要項は、令和３年３月１７日から施行し、令和３年４月１日から適用する。 

 

 

 



別表１（金融機関等） 

 

 

 

 

 

 

 

別表２（添付書類） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 独立行政法人 住宅金融支援機構（旧住宅金融公庫を含む。） 

２ 民間金融機関 

３ 各種共済組合、その他貸付事業を行う団体 

４ 事業所等（融資制度について明文の規定があるものに限る。） 

５ その他、知事が認めるもの 

１ 市町村長の発行する罹（り）災証明書の写し 

２ 新たな住宅債務に係る金銭消費貸借契約書の写し 

３ 補助金の振込先の分かる預金通帳の写し 

４ 新たな住宅債務を契約する日の属する前年（前年の所得証明書が取得できない

場合は、前々年）の課税所得証明書（世帯員全員のもの） 

５ 住民票（世帯員全員のもの） 

６ 金融機関等の発行する融資残高等証明書（別記第１－１号様式） 

７ 補助金額算定表（別記第１－２号様式） 

８ チェックリスト（別記第１－３号様式） 

９ 熊本地震の復興関係公共事業等であること等を証明する書類（別記第１－４号

様式） 

１０ その他、知事が必要と認めるもの 



別紙１ 

 

第４に定める既存の住宅債務の利子に相当する額の算定方法 

新たな住宅債務に係る金銭消費貸借契約日の前月末現在の既存の住宅債務

の融資残高（Ａ）を次の１から４の条件により償還した場合の利子の合計額

（５０万円を超える場合は、５０万円）とする。 

 

１ 償還方法 

  元利均等毎月償還 

 

２ 金利 

  新たな住宅債務に係る金銭消費貸借契約日の前月末現在の既存の住宅債

務の金利 

 

３ 償還回数 

新たな住宅債務に係る金銭消費貸借契約日の属する月から既存の住宅債

務の最終償還日の属する月までの月数 

 

４ 毎月の償還額及び利子額の計算方法 

                 （金利／１００）／１２ 

 ①毎月償還額＝（Ａ）×                      

             １－｛１＋（金利／１００）／１２｝－償還回数 

 ②上記のうち利子額＝（毎月の償還日直前の融資残高）×（金利／100）
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